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はじめに
　現在、チーム学校構想、および学校と地域との連携・協働が、2020年（平成32年）に向け
た大きな教育改革の中に位置づけられ進められている。本論は、これらの問題の政策的意図と
要点を整理し、その課題を考察することにある。
　2015年12月21日中央教育審議会は三つの答申を発表した。『チームとしての学校の在り方と
今後の改善方策について』（以下、「チームとしての学校」と記す）、『新しい時代の教育や地方
創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について』（以下、「学
校と地域の連携・協働」と記す）、『これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について
～学び合い、高め合う教員養成コミュニティの構築に向けて～』（以下、「教員の資質能力の向
上」と記す）がそれである。
　これら答申を進めるためのグランドデザインとして、2016年１月25日に、2016年から2020
年のおおむね５年間において、三つの答申の具体的な取組施策と改革工程表を明示した中央教
育審議会答申『「次世代の学校・地域」創生プラン～学校と地域の一体改革による地域創生～』
（以下、「創生プラン」と記す）が発表された。当然のことながら、これら三つの答申と創生プ
ランとは、内容が相互に関連している。
　本論は、まず答申「チームとしての学校」を整理し、次に全体を包含した「創生プラン」を
整理し、その後に答申「学校と地域の連携・協働」と「教員の資質能力の向上」を整理し、政
策的意図とその要点、課題を考察する。
１．答申「チームとしての学校」について
　答申「チームとしての学校」は、チーム学校が求められる背景を、⑴新しい時代に求められ
る資質・能力を育む教育課程を実現するための体制整備、⑵複雑化・多様化した課題を解決す
るための体制整備、⑶子どもと向き合う時間の確保などのための体制整備としている。
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⑴　新しい時代に求められる資質・能力を育む教育課程を実現するための体制整備
　答申は、新しい時代に求められる資質・能力を育む教育課程実現のための体制整備として、
「チームとしての学校」が必要だとしている。
　2012年の OECDによる生徒の学習到達度調査（PISA）において日本は、読解力、科学リテ
ラシーの分野で OECD諸国中１位となり、数学的リテラシーも OECD諸国中２位となった。
これは調査開始以来、過去最高の結果である。答申はその要因を、基礎的・基本的な知識・技
能・思考力・判断力・表現力などの学力育成の取組の成果が現れてきたものとしている。その
反面、判断の根拠・理由を示して自分の考えを述べることや、自己肯定感、学習意欲、社会参
画の意識などが国際的に見て低いことなどを指摘し、グローバル化、情報通信技術の進展といっ
た、今後の社会の変化を見据え、自立した人間として他者と協働しながら、新しい価値を創造
する力の育成を強調している（チームとしての学校2015: 4‒5）。
　そのために答申は、学校生活の核となる教育課程を、社会の変化を柔軟に受け止めていく「社
会に開かれた教育課程」として位置づけている。この「社会に開かれた教育課程」とは、端的
に言えば、①社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、学校が教育課程を介してより良い社会を
創るという目標を社会と共有していくこと、②子どもが、社会や世界に向き合い関わり合い、
自らの人生を切り拓いていくために求められる資質・能力を、教育課程において明確化し育ん
でいくこと、③教育課程の実施に当たり、地域の人的・物的資源を活用し、放課後や土曜日な
どを活用した社会教育との連携を図り、学校教育を学校内で閉じずに、その目指すところを社
会と共有・連携しながら実現させることとなる。そして、学校の組織や文化の在り方を見直し、
コミュニティ・スクールなどの仕組みを活用し、多様な専門性や経験を持つ地域人材との連
携・協働によって、家庭や地域社会を巻き込み、教育活動を充実していくことを重視する（チー
ムとしての学校2015: 4‒5）。
　次に答申は、そうした資質・能力を育む指導方法を、①習得・活用・探究という学習プロセ
スの中で、問題発見・解決を念頭に置いた深い学びの過程を実現すること、②他者との協働や
外界との相互作用を通じて、自らの考えを広げ深める対話的な学びの過程を実現すること、③
見通しを持って取り組み、自らの学習活動を振り返って次につなげる主体的な学びの過程を実
現することなどを、「アクティブ・ラーニングの視点」から不断に見直し、改善していくこと
が必要だとしている。
　このアクティブ・ラーニングは、教科横断的な視点から教育活動の改善を行っていくこと、
学校全体としての取組を通じて教科や学年を超えた組織運営の改善を行っていくことが求めら
れ、教育課程の編成、実施、評価、改善という「カリキュラム・マネジメント」の確立と不可
分のものとして位置づけられている。
　そして、カリキュラム・マネジメントは、次のことが期待されている。
　①各教科などの教育内容を相互の関係で捉え、学校の教育目標を踏まえた教科横断的な視点
で、その目標の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと、②教育内容の質の向上
に向けて、教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連の PDCAサイクルを確立す
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ること、③教育内容と教育活動に必要な人的・物的資源などを、地域などの外部の資源も含め
て活用しながら効果的に組み合わせること。
　これらを実現するためには、管理職も含めた全ての教職員がカリキュラム・マネジメントの
必要性を理解し、子どもや地域の実態などと指導内容を照らし合わせ、学年単位や学級単位、
教科単位ではなく、学校単位で教育活動をマネジメントする体制が求められる。
　そのためには、教員が、自分の授業準備だけを消化するのではなく、学年全体、教科全体、
そして学校全体を見渡して授業を構想できるような場や時間を増やし、教職員定数の確保、職
員室で議論できるような雰囲気が必要であるとしている（チームとしての学校2015: 7）。
⑵　複雑化・多様化した課題を解決するための体制整備
⑵－１　生徒指導上の課題解決のため
　答申は、学校が抱える課題の複雑化・困難化への対応として、まず生徒指導上の課題解決の
ために「チームとしての学校」が必要だとしている。
　子どもの問題行動の背景には、多くの場合、心の問題とともに、家庭、友人関係、地域、学
校などの環境の問題が複雑に絡み合っていることから、カウンセラーやソーシャルワーカーを
活用し、アセスメントやプランニングをした上で、教職員がチームとして子どもの支援を行う
ことが必要となる（チームとしての学校2015: 7）。
⑵－２　特別支援教育の充実のため
　次に答申は、学校が抱える課題の複雑化・困難化への対応として、特別支援教育の充実のた
めに「チームとしての学校」が必要だとしている。
　特別支援教育の充実のために、公立小・中学校で通級による指導を受けている児童生徒や、
日常的にたんの吸引や経管栄養などの「医療的ケア」を必要とする児童生徒の数が、年々増加
傾向にあること。また、通常学級に在籍する児童生徒のうち、発達障害の可能性があり、特別
な教育的支援を必要とする児童生徒が、約6.5％という調査結果が出ていること。この状況で
学級担任が単独で授業を行う中で、児童生徒の個々のニーズ全ての支援を行うことが難しいこ
と。特別支援教育のニーズが、限られた子どもだけの問題ではないこと。そのためには、特別
な教育的支援を必要とする児童生徒を、直接又は間接的に支援する職員が必要となり、高度化、
複雑化した医療的ケアに対応できる看護師などを配置する必要があること（チームとしての学
校2015: 8）。
⑵－３　新たな教育課題への対応のため
　さらに答申は、学校が抱える課題の複雑化・困難化への対応として、新たな教育課題のため
に「チーム学校」が必要だとしている。
　保護者や地域住民の期待に応えるため、土曜日の教育活動への取組や通学路の安全確保対策、
感染症やアレルギー対策のような新しい健康問題への対策が求められていること。帰国・外国
人児童生徒などの増加や母語の多様化が進展し、国内の学校生活への円滑な適応や日本語指導
など、個々の児童生徒の状況に応じた指導を行うための体制整備が必要であること（チームと
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しての学校2015: 9）。
⑶　子どもと向き合う時間の確保などのための体制整備
⑶－１　業務実態から
　答申は、子どもと向き合う時間の確保などのための対応として、日本の学校や教員の業務実
態から「チームとしての学校」が必要だとしている。
　これまでの文部科学省や OECDなどの調査に依拠すると、欧米の教員は授業に関する業務
が大半を占めているのに比べて、日本の教員は授業に加え生徒指導、部活動など様々な業務を
行っていること。勤務時間も、国際的に見て長いという結果であること。文部科学省が1966
年度に実施した教員勤務実態調査では、残業時間が１か月当たり約８時間であったのに対して、
2006年度では約42時間という結果であり、生徒指導や学校経営に係る業務、事務的な業務の
増加にその原因があること。
　この生徒指導や学校経営などに費やす時間は、2014年６月に公表された OECD国際教員指
導環境調査（TALIS）によると、日本の教員の１週間当たりの勤務時間が参加国中で最長となっ
ており、勤務時間の内訳を見た場合、授業時間は参加国平均と同程度であるのに対し、課外活
動（スポーツ・文化活動）の指導時間が長く、事務業務の時間も長い結果となっている（チー
ムとしての学校2015: 9）。
⑶－２　学校種や学校の規模による違いへの対応のため
　答申は、学校種や学校の規模による違いへの対応のために「チーム学校」が必要だとしてい
る。学校の業務の状況は、学校種や学校の規模などによって異なっている。
　学校種でいえば文部科学省の2013年度学校教員統計調査によると、授業に係る担任授業時
数は、授業担任をしている教諭の週当たりの担任授業時数（単位時間）が、小学校で24.5時間、
中学校で17.9時間、高校で15.4時間となっている。小学校は、学級担任制であることから担任
授業時数が多く、給食指導、休憩時間の児童と一緒の活動など、児童在校中、校務や授業準備
を行う時間をとることが難しい状況にある。それに対して、中学校、高等学校は教科担任制で
あり、教科により担任授業時数が短くなる一方で、補習授業や部活動に関わる時間が長くなる。
　学校規模でいえば、一般に校務分掌が、①担任としての業務や同じ学年団としての業務、②
教務部、生徒指導部といった、担当主任と部に所属する教員で構成される組織に関わる業務、
③防災委員会、いじめ防止委員会など、管理職と関係教職員で構成される組織に関わる業務、
④ PTAや地域との連携に関わる業務などを教職員が分担して担っている。
　②から④については、教員集団が小さな場合、一人の教員が多くの分掌業務を兼ねて担わざ
るを得ない状況となる（チームとしての学校2015: 9‒10）。
⑶－３　教職員構造から
　答申は、日本の学校の教職員構造から、「チームとしての学校」が必要だとしている。
　教職員総数に占める教員以外のスタッフの割合は、日本が約18％であるのに対して、アメ
リカが約44％、イギリスが約49％となっているなど、教員以外のスタッフの配置が少ない状
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況にあり、多くの業務を担わざるを得ない状況になっている。
　特に、副校長・教頭が、学校内外の調整業務、各種調査依頼への対応、どの分掌や委員会に
も属さない業務を担う点から、勤務状況を改善し、チームの調整役として取り組むことが必要
となっている（チームとしての学校2015: 10）。
⑷　チーム学校の体制
　これまではチーム学校の政策的意図と要点を整理したわけであるが、次にここではチーム学
校の体制を整理する。
　まずチーム学校の体制は以下のように構想されている。
表１　チーム学校の体制（チームとしての学校2015: 22）
教職員の指導体制
の充実
ア　教員　　イ　指導教諭　　ウ　養護教諭
エ　栄養教諭・学校栄養職員事務職員
 （主幹教諭、事務職員）
教員以外の専門ス
タッフの参画
心理や福祉に関する
専門スタッフ
ア　スクールカウンセラー
イ　スクールソーシャルワーカー
授業などにおいて教
員を支援する専門ス
タッフ
ア　ICT支援員　　イ　学校司書
ウ　英語指導を行う外部人材と外国語指導助手
 （ALT）
エ　 補習など、学校における教育活動を充実させる
ためのサポートスタッフ
部活動に関する専門
スタッフ
ア　部活動指導員（仮称）
特別支援教育に関す
る専門スタッフ
ア　医療的ケアを行う看護師など
イ　特別支援教育支援員
ウ　言語聴覚士（ST）、作業療法士（OT）、
　　理学療法士（PT）などの外部専門家
エ　就職支援コーディネーター
地域との連携体制
の整備
ア　地域連携を担当する教職員
　次に管理職の役割は、次のように位置づけられている。
　校長は、子どもや地域の実態を踏まえながら、学校の教育ビジョンを示し、教職員の意識や
取組の方向性の共有を図ること。多様な専門性を持った職員を有機的に結びつけ、共通の目標
に向かって動かす能力や、学校内に協働の文化を作り出すことができる能力などの資質が必要
となること（チームとしての学校2015: 47）。
　副校長及び教頭は、教職員と専門スタッフなどの調整や人材育成などの業務に当たることが
期待されている（チームとしての学校2015: 47）。
　主幹教諭は、学校を一つのチームとして機能させるため、全体をマネジメントする管理職と
教職員、専門スタッフとの間に立って、「チームとしての学校」のビジョンの共有を図るミド
ルリーダーとしての役割が期待されている（チームとしての学校2015: 50）。
　こうしたマネジメントのもと、教員の業務は、アクティブ・ラーニングおよびカリキュラム・
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マネジメントを考慮して、次のａからｄの４つの観点から見直されることになる。
ａ．教員が行うことが期待されている本来的な業務（学習指導、生徒指導、進路指導、学校行
事、授業準備、教材研究、学年・学級経営、校務分掌や校内委員会などに係る事務、教務
事務）
ｂ．教員に加え、専門スタッフ、地域人材などが連携・分担することで、より効果を上げるこ
とができる業務（カウンセリング、部活動指導、外国語指導、教員以外の知見を入れるこ
とで学びが豊かになるキャリア教育や体験活動、地域との連携推進、保護者対応）
ｃ．教員以外の職員が連携・分担することが効果的な業務（事務業務、学校図書館業務、ICT
活用支援業務）
ｄ．多様な経験を有する地域人材などが担う業務（指導補助業務）
　そして教員は、ａの業務により一層専念できるようにすることが重要であるとされる（チー
ムとしての学校2015: 24）。
　また、アクティブ・ラーニングの視点を踏まえた不断の授業方法の見直しによる授業改善を
進める上では、指導教諭が大きな役割を果たすことが期待されている（チームとしての学校
2015: 17）。
　養護教諭は、児童生徒などの身体的不調の背後にある諸問題にいち早く気付くことのできる
立場にあることや、心身の健康に問題を持つ児童生徒などに対する健康指導及び生徒指導、健
康診断・健康相談での学校医・歯科医との連携、学校環境衛生での学校薬剤師との連携、食に
関する栄養教諭や学校栄養職員との連携という点で、養護教諭の専門性と保健室の機能を最大
限に生かすことができるよう、大規模校を中心に複数配置が進められる（チームとしての学校
2015: 28）。
　スクールソーシャルワーカーは、問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働きかけや関係
機関とのネットワークの構築、連携・調整、学校内におけるチーム体制の構築・支援などの役
割が期待される（チームとしての学校2015: 31‒32）。
　学校司書は、学校図書館が読書活動、本や新聞を活用した調べ学習などで活用されることに
よって、学校における言語活動や探究活動の場となり、「アクティブ・ラーニングの視点から
の不断の授業改善」を支援していく役割が期待されており、学校図書館利用の促進に寄与する
ため、配置の充実が進められる（チームとしての学校2015: 35）。
　地域連携を担当する教職員は、コミュニティ・スクールや地域学校協働本部などの組織を動
かし、地域や教育委員会との連絡・調整、校内の教職員の支援ニーズの把握・調整、学校支援
活動の運営・企画・総括などの役割を担う者とされる。地域連携担当の職務内容を明確化し、
社会教育主事の有資格者を活用することについても検討される（チームとしての学校2015: 
44‒45）。
⑸　チームとしての学校の課題
　ここからは、答申の課題について考察する。
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⑸－１　学校の組織・文化の在り方
　答申は、社会的に開かれた教育課程とコミュニティ・スクールが、学校の組織や文化の在り
方を見直すことにつながるとしている（チームとしての学校2015: 4‒5）。
　このことの意味は、様々に考えられる。
　一つには、学校の教育課程と学校に参画する人材を社会に開いていくという意味での教員文
化、学校文化の変容である。
　二つには、一層の多様な専門職種や人材が学校に集められ役割分化が図られるという点で、
教員の仕事の仕方が変容していくという点である。
　三つには、戦後の中でトップダウン方式の側面を一層強めている今日の公立学校において、
権限を強化された校長が、学校スタンダードやゼロトレランスな生徒指導規程を生む権力格差
の強い文化を志向する中で、児童生徒一人一人を受け止めて理解するという共通目標のもとに
教員以外の職種や人材が入り込んだ場合、チームそのものが安定するのかどうかという点であ
る（1）。
　四つには、スクールソーシャルワーカーの側からこれまで指摘されてきたことであるが、教
員の文化、教員の発想を学校がどの程度相対化して行けるかという点である。ソーシャルワー
クの専門性は、社会変革であり、エンパワメントである。それは罰則や今日の厳しい生徒指導
規程とは別の発想で対象者に働きかける専門職である。上の三つ目で述べたような今日の学校
の状況においては、失敗しない学校経営や集団作りという点で、ワーカーと教員の価値観には
かなりの葛藤と調整が必要になってくる。教職課程には福祉系の科目が採り入れられていない
ことも大きな課題である。特に専任教員は心理・福祉職と比較すれば、待遇等が手厚く守られ
てきた職種である。教員のものの見方・仕事の仕方は、教員の同僚性とともに学校の中では多
数派を形成する。その部分を組織として、どの程度自覚し相対化することができるのかという
点が課題となるであろう。
⑸－２　学校の全国的な小規模化
　以下のことは課題ではなく、答申の着眼点に対する補足である。
　「教科横断的な視点から教育活動の改善を行っていくことや、学校全体としての取組を通じ
て、教科等や学年を超えた組織運営の改善を行っていくことが求められている」（チームとし
ての学校2015: 6）のは、答申がいうアクティブ・ラーニングやカリキュラム・マネジメント
といった、次期学習指導要領が目指す理念を実現するためだけではない。都市部においても少
子化が進む今後の日本全国の課題である。
　今後、日本の学校は、都市部において学校統廃合と小中一貫校への移行が進み、過疎地では
小規模校が増えていくことになる。
　過疎地域の小規模中学校は、担当教科の異なる教員が連携して教育実践とその振り返りを行
わざるを得ない状況があり、参観した同僚の授業を自分自身の担当教科に引き付けて還元する
ことを考慮しなければ、校内の授業研究が成立困難な現実がある。例えば2014年、岐阜県で
の小規模中学校における専門教科教員の配置状況であるが、専門教員が一人もしくはゼロの教
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科のある学校は、多治見市で８校中４校、土岐市で６校中４校、瑞浪市で６校中５校、恵那市
で８校中６校、中津川市で12校中10校となっており、学校内の教科部会内の活動が成立しな
い状況となっている。そうした点から専門教科混合チームによる「教科横断的な視点から教育
活動の改善を行っていくこと」は、不可欠である（石川・吉村・矢澤2016: 148‒149）。
⑸－３　特別支援教育の充実
　答申は前述したように、特別支援教育の充実のためにもチームとしての学校が必要であると
している（チームとしての学校2015: 8）。
　しかしここに実は大きな課題がある。教員は専門職団体を持たないが、福祉職、医療職はそ
れを持っている。また学校は児童生徒を集団やクラスとして捉えていく発想が強いが、医療現
場は個人が良くなる方向で捉えていくという相違がある。また他にも「発達の遅れ」という場
合、学校関係者は遅れを取り戻せるという意味で使う場合も多いが、医療現場では回復しえな
いものとして使われている。こうした点で、学校と医療とは、チームとしてだけではなく、教
員養成の段階からのカリキュラム改革を必要とする課題がある（藤井2016: 3）。
⑸－４　管理職のさらなる過重負担
　現時点でチーム学校構想における校長、副校長、教頭、主幹教諭といった管理職の役割分担
は明確ではない。校長に求められる指揮監督、リーダーシップ、マネジメントは、一層増加す
る。さらにチームとしての経営という新たな課題が到来し、地域との連携・協働が拡大してい
くことになる。調査書・報告書の業務は、教員育成指標の到達度の測定や教員研修のさらなる
システム化によって拡大していく。管理職の役割は過多となるが、それに対する対応は、教頭
の複数配置が提案されているのみである。管理職希望者の減少、管理職降任希望者の増加とい
う状況が、さらに大きくなる可能性がある。
　特にミドルリーダーとしての役割が期待される主幹教諭は、文部科学省の調査によれば、「主
幹教諭の役割等について校内の理解が進んでいない」、「主幹教諭となる者の人材育成」、「主幹
教諭の授業時数が多く、期待される校務を処理できない」といった現状がある（チームとして
の学校2015: 50）。
２．グランドデザインとしての「創生プラン」について
　ここでは、「創生プラン」の要点を通して、教育改革の全体に必要な事柄を整理する。
　プランは、一億総活躍社会の実現と地方創生の推進としての観点から、学校と地域が相互に
かかわり合い、学校を核として地域社会が活性化していくことが必要不可欠だとし、「社会に
開かれた教育課程」の実現、「地域とともにある学校」への転換、学校を核としたまちづくり、
地域で家庭を支援し子育てできる環境づくりを志向している（創生プラン2015: 1）。
⑴　学校と地域の連携・協働の推進に向けた改革
　学校と地域の連携・協働の推進に向けた改革として創生プランは、①教育の目標やビジョン
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を、学校と地域が共有し一体となって子どもを育む「地域とともにある学校」への転換を図る
ため、全ての公立学校がコミュニティ・スクールとなることを目指し、学校と地域との組織的・
継続的な連携・協働体制を確立すること（地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正）、
②コミュニティ・スクール導入など促進事業による支援を強化するため、教育委員会から学校
へ、コミュニティ・スクール推進員（CSマイスター）の派遣を促進すること、③学校と地域
の連携・協働に関する教職員の養成・研修の充実や、地域との連携・協働の推進の中核を学校
において担う地域連携担当教職員（仮称）の法令上の明確化などを通じて、「地域とともにあ
る学校」への転換を促進すること（教職課程の内容の見直し、また学校教育法施行規則を改正）
を挙げている（創生プラン2015: 2‒3）。
⑵　学校の組織運営改革
　学校の組織運営改革として創生プランは、①複雑化・多様化する学校の課題への対応として
チーム学校を構想し、スクールカウンセラー（SC）やスクールソーシャルワーカー（SSW）、
部活動の指導、単独での引率などを行う部活動指導員（仮称）を省令上明確化し、配置を充実
すること（学校教育法施行規則を改正）、②医療的ケアを必要とする児童生徒の増加に対応す
るため、看護師や特別支援教育支援員の配置を充実すること、③チーム化することに伴い、校
長のリーダーシップを支える組織体制を強化すること、具体的には、管理職の処遇の改善、副
校長の配置、教頭の複数配置、「主幹教諭」の配置を充実すること、④学校の事務体制を強化
すること（学校教育法を改正し、事務職員の職務内容を見直し、法律上明確化するとともに配
置を充実すること）、⑤学校事務の共同実施を行うための組織を法律上明確化すること（地方
教育行政の組織及び運営に関する法律を改正）、⑥学校における教育活動を充実するため、小
規模市町村における指導主事の配置促進、弁護士などの専門家による教職員支援の仕組みを構
築することを挙げている（創生プラン2015: 3‒4）。
⑶　教員制度の養成・採用・研修の一体改革
　創生プランは、社会に開かれた教育課程として改訂される次期学習指導要領に沿った条件整
備を行うため、また大量退職・大量採用を背景とした若手教員への知識・技能の伝承の停滞を
克服するため、養成・採用・研修の一体的改革を進めるとしている。
⑶－１　教員養成改革
　これらを進めるにあたって、まず教員養成改革として、①大学の創意工夫による質の高い教
職課程を編成することができるよう、「教科に関する科目」と「教職に関する科目」を統合す
ること（教育職員免許法の改正）、②教員養成の全国的な水準確保のため、大学が教職課程を
編成するに当たり教職課程コアカリキュラムを作成すること（2017年６月に概要発表）、③教
職課程履修学生が学校現場を体験する機会を充実するための、学校インターンシップを導入す
ること、④教職課程を置く大学において、全学的に教職課程を統括する組織の設置や教職課程
の評価を推進することにより、教員養成の質の保証・向上を図ること（教育職員免許法施行規
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則を改正）、⑤採用の際のミスマッチを防止するとともに、新規採用の教員が円滑に教職を開
始できるようにするため、「教師塾」方式の普及を推進すること、⑥教職大学院を活用して教
員の資質・能力の向上が図れるよう、履修証明制度の活用などによる教職の高度化を促進する
ことが挙げられている（創生プラン2015: 4‒5）。
⑶－２　教員研修改革
　次に、教員研修改革として、①ミドルリーダー不足の解消や、免許更新制と10年経験者研
修の関係を整理するため、10年経験者研修の実施時期を弾力化し、ミドルリーダーを育成す
る研修への転換を図ること（教育公務員特例法を改正）、②教員の大量退職に対応した若手教
員育成のため初任者研修の運用方針を見直し、初任者に限らず、２年目、３年目など経験年数
の浅い教員に対する研修（初期研修）へ転換し、メンター方式の導入などにより、若手教員の
研修体制を充実することを挙げている（創生プラン2015: 5）。
⑶－３　キャリアシステムの構築
　さらに、キャリアシステムの構築として、①教員の育成、資質・能力の向上を保証するため、
文部科学大臣が教員育成指標の整備のための大綱的指針を提示し、各地域における教員育成指
標や教員研修計画の全国的な整備を図るとともに、教育委員会と大学などが議論・調整し、教
員養成が実効あるものとするために「教員育成協議会」を創設すること（教育公務員特例法を
改正）、②研修ネットワークの構築や、養成・採用・研修を通じた教員の資質・能力の向上に
関する調査・分析・研究開発を行う全国的な拠点整備を行うため、独立行政法人教員研修セン
ターの機能強化を図ること（独立行政法人教員研修センター法を改正）などを挙げている（創
生プラン2015: 5）。
⑷　次世代の地域創生
　創生プランは、地域と学校の連携・協働の下、幅広く地域住民（多様な専門人材、高齢者、
若者、PTA・青少年団体、企業・NPOなど）が参画し、子どもの成長を支え合う地域をつく
る活動（地域学校協働活動）を全国的に推進し、次世代の地域創生の基盤をつくるとしている。
それは以下の点から推進される。
①教育委員会において地域学校協働活動を推進するための体制を整備し、地域学校協働活動を
推進するための人材（統括コーディネーター）の役割などについて、法律上明確化すること。
（社会教育法を改正）
②従来の学校支援地域本部や放課後子供教室などを基盤に、全小中学校区をカバーする形で、
「支援」から「連携・協働」へ、「個別の活動」から「総合化・ネットワーク化」へと目指し、
地域学校協働活動を推進するための新たな体制として、「地域学校協働本部」が整備される
よう教育委員会を支援すること。
③郷土学習、体験活動、地域行事、学びによるまちづくりなどの活動に幅広く地域住民が参画
し、活動が学校や社会教育施設など地域で行われるよう、地域学校協働活動を支援すること。
④放課後子供教室や家庭教育支援などの活動を充実させ、子育て環境の整備を支援すること。
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（2016年度より順次実施）
⑤全国フォーラムなどの開催を通じて地域学校協働活動及びコミュニティ・スクールの全国的
な推進を図ること。（2016年度より順次実施）
⑥各自治体において地域学校協働活動が円滑に実施できるようガイドライン（参考手引き）を
策定すること。（2016年度中を目途にガイドラインを策定）
⑦社会教育主事が、地域学校協働活動の推進など重要な社会教育の課題に対応した資質・能力
を身に付けられるよう、社会教育主事講習の科目の見直しを行うこと。
⑧地域学校協働活動及びコミュニティ・スクールを一体的・効果的に推進するため、文部科学
省内に「学校地域連携・協働推進プロジェクトチーム」を設置すること。（2016年より実施）
（創生プラン2015: 6‒7）
⑸　地域が学校のパートナーとなるための改革
　創生プランは、地域学校協働本部と学校との連絡調整を担当する人材の配置促進や、地域学
校協働活動を推進するための学校開放の促進などを通じて、地域が学校のパートナーとして子
どもの教育に関わる体制を整備し、教員が子どもと向き合う時間を確保し、次代の郷土をつく
る人材の育成や持続可能な地域の創生を実現することを意図し、運営のポイントとして次の点
を挙げている。
①地域学校協働本部において学校との連絡調整を担う「地域コーディネーター」や、地域コー
ディネーター間の連絡調整を担う「統括コーディネーター」の配置を支援すること。（2016
年度より順次実施）
②学校において地域との連携・協働の中核を担う教職員（「地域連携担当教職員（仮称）」）を
法令上明確化すること。（2016年度を目途に学校教育法施行規則を改正し順次支援）（創生
プラン2015: 7）
③学校施設の有効利用・管理工夫による学校開放の促進のために、地域学校協働活動の実施に
係るガイドラインを作成し運用を促進すること。（2016年度に着手）（創生プラン2015: 7）
⑹　地域と連携・協働する教員の養成・研修など
　創生プランは、学校と地域との連携・協働という点での、教員の養成・研修の充実として、
次の点を挙げている。
①教員養成課程や現職教員研修の充実などを通じて、教員が地域との連携・協働を円滑に行う
上で必要となる資質や能力を育成すること。（教職課程の科目の内容の見直しを通じて推進）
②教員を目指す学生のインターンシップにおいて、放課後子供教室、土曜学習などへの参加を
促進すること。（教育職員免許法施行規則改正を踏まえ、通知などにより促進）
③地域課題解決型学習の推進としては、地域課題を解決するアクティブ・ラーニングの視点に
立った学習や、地域の人材・企業などの協力による地域学習などの教育活動を推進すること
で、地域を担う人材を育成し、学校と地域の連携・協働についての教員と地域住民の相互理
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解を促進すること（創生プラン2015: 8）。（2016年度より順次実施）
⑺　「創生プラン」の課題
　創生プランは、キャリアシステムの構築として独立行政法人教員研修センターの機能強化に
ついて述べている（創生プラン2015: 5）。
　これは、教員の育成指標の達成度の測定を教員研修センターが行い、研修内容に深い影響力
を及ぼし、教員の成長を巡る定義が、教員研修センターのもとに一元化されていく可能性があ
る。このことは、師範学校の対抗軸として戦後に打ち出された教員養成の開放制の理念に逆行
したシステムを精緻化しているとも言い換えられる。
３．答申「学校と地域の連携・協働」について
　答申は、大きくいって、⑴時代の変化に伴う学校と地域の在り方、⑵これからのコミュニ
ティ・スクールの在り方と総合的な推進方策、⑶地域の教育力の向上と地域における学校との
協働体制の在り方、⑷コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的・効果的な推進の
在り方について述べている。
⑴　時代の変化に伴う学校と地域の在り方
　答申は、学校と地域の連携・協働の必要性を、少子高齢化、地域社会の教育力の低下、地域
コミュニティ創出の広がり、家庭教育の重要性、子どもの規範意識の低下、学校問題の複雑化
と困難化、小中一貫教育の制度化、高大接続の実現に向けた高等学校教育・大学教育・大学入
学者選抜の一体的改革、まち・ひと・しごと創生総合戦略、これからの時代を生き抜く力の育
成、地域に信頼される学校づくり、地域における社会的な教育基盤の構築、社会全体で子ども
を守り安心して子育てできる環境の整備といった、時代背景と時代的要請から説き起こしてい
る（学校と地域の連携・協働2015: 2‒9）。
　答申のポイントとなるのは、2015年６月、「学校教育法などの一部を改正する法律（平成27
年法律第46号）」が公布され、2016年４月から施行された、小中一貫教育を実施する義務教育
学校の制度の創設である。答申は、子どもの９年間の学びを支える仕組みとしての小中一貫教
育を、地域ぐるみで行うコミュニティ・スクールと組み合わせて実施することが有効であり、
中学校区内の小・中学校における一体的な学校運営協議会の設置を促進する必要を説いている
（学校と地域の連携・協働2015: 6）。
　この見解については、2014年12年22日中央教育審議会答申『子供の発達や学習者の意欲・
能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築について』（以下、「教育システムの構築」
と記す）で既に表明されていた。この答申「教育システムの構築」は、学校運営協議会を各学
校の設置ではなく１中学区の設置にした方が効率的との観点や、子どもが抱える課題やその解
決策を、９年間を見通して学校と地域が共有するという観点から、小中一貫教育とコミュニ
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ティ・スクールの親和性を強調している（教育システムの構築2014: 32）。
　また答申は、首長と教育委員会制度の改革との連動を説いている。
　2015年４月、教育委員会制度改革を柱とする「地方教育行政の組織及び運営に関する法律
の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）」が施行され、全ての地方公共団体に、首長と
教育委員会を構成員とする総合教育会議を設け、諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教
育振興を図るための重点施策を協議していることを例に挙げ、首長と教育委員会がともに手を
取りながら、子どもたちの豊かな学びと成長を一層支援していくパートナーシップの構築を、
答申は評価している（学校と地域の連携・協働2015: 7）。
⑵　これからのコミュニティ・スクールの在り方と総合的な推進方策
　答申は、コミュニティ・スクールの仕組みとしての学校運営協議会を、校長の作成する学校
運営の基本的な方針の承認などを通じ、校長のビジョンを共有し賛同するとともに、地域が学
校と一定の責任感・責任意識を分かち合い、ともに行動する体制を構築するものとして位置づ
けている。それは、学校と地域がビジョンや課題を共有し、学校と地域が相互に連携・協働し
ていくための基盤になるとしている（学校と地域の連携・協働2015: 16）。
　ただし、校長が、承認された学校運営の基本方針に沿い、その権限と責任において教育課程
の編成などの具体的な学校運営を行うことが求められるものの、個々の具体的な権限の行使の
在り方や内容については学校運営協議会の指示や承認を受けるものではなく、校長の学校運営
の権限が制約されたり代替されたりするものではないとしている（学校と地域の連携・協働
2015: 17）。
　このように答申は、校長のリーダーシップに期待し、学校運営協議会が形骸化しないために、
学校運営協議会の取組そのものも適正に評価される必要があるとし、まずは教育委員会におけ
る定期的な点検・評価の実施を推進していくことが必要であるとしている（学校と地域の連
携・協働2015: 21‒22）。
　そして、推進のための具体的方策として、教員養成課程や教職員の研修（初任者研修、10
年経験者研修、管理職研修、事務職員研修など）において、大学と教育委員会との連携の下で、
関係法令及び教職課程の編成に当たり参考とする指針（教職課程コアカリキュラム）を整備す
るとしている。また、独立行政法人教員研修センターが実施するマネジメント力向上のための
研修プログラムの充実（管理職層、ミドルリーダー層、学校事務職員）を図り、各都道府県教
育委員会などが実施する教職員の研修機会・内容の充実を促し、必要な支援を行うとしている
（学校と地域の連携・協働2015: 34‒35）。
　さらに推進のための方策として、コミュニティ・スクールの推進についての都道府県教育振
興基本計画への位置づけなど教育委員会としてのビジョンの明確化と推進目標の明示や、知事
部局と連携・協働した施策の策定・実施を挙げている（学校と地域の連携・協働2015: 41）。
　ここでも首長の部局との連携が明言されている。
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⑶　地域の教育力の向上と地域における学校との協働体制の在り方
　答申は、これまでの学校と地域との連携・協働について整理している。
　2007年度からの文部科学省と厚生労働省の連携による「放課後子どもプラン」（放課後や週
末などの子どもの安心・安全な居場所を設ける）と「放課後子供教室」（全ての子どもに学習
や体験・交流活動などの機会を提供する取組）、2008年度からの「学校支援地域本部」（地域
住民が参画し学校の教育活動を支援する組織）、2013年第２期教育振興基本計画において、学
校支援地域本部や放課後子供教室などの取組を充実するための体制を、全国の小・中学校区に
構築することを施策目標化したこと、2014年度からの土曜日の教育活動の推進（子どもが多
様な技能や経験を持つ多くの社会人と出会うため、地域の人材や企業・団体・大学などと連
携）、2015年度からの「地域未来塾」の取組（経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学
習が困難もしくは学習習慣が十分に身に付いていない子どもに対する、地域住民などによる学
習支援）を挙げている（学校と地域の連携・協働2015: 46）。
　こうした学校と地域との連携・協働ついて答申は、2008年度から実施されている「学校・
家庭・地域の連携協力推進事業」の一つである「学校支援地域本部事業」が、「多様な教育機
会やきめ細かな教育の実現、教員の負担軽減による子どもと向き合う時間の確保」、「生涯学習
社会の実現のため、地域住民自らの知識や経験を生かす場の拡充」、「地域の教育力の向上のた
め、学校を核とした地域の活性化」を目的としている点を挙げている（学校と地域の連携・協
働2015: 47‒48）。
　答申ではこれらを、学校や地域が抱える複雑化・多様化した現代的課題に対し、「教育は学
校の役割」といった固定化された観念から離れ、子どもの成長に対する責任を社会的に分担し、
学校での「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、地域住民がそのパートナーとして子ど
もの成長を支える活動に参画し、地域社会の創生に向けて、新たな学校との関係（連携・協働）
に発展させていくことが必要であるとしている（学校と地域の連携・協働2015: 49）。
　そこで重要になってくるのは、従来の学校支援地域本部、放課後子供教室などの活動を基盤
に、「支援」から「連携・協働」へ、個別の活動から総合化・ネットワーク化を目指す新たな
体制としての「地域学校協働本部」への発展である（学校と地域の連携・協働2015: 49‒51）。
　答申は、地域学校協働本部の整備を推進する際に、同本部とコミュニティ・スクールとの両
者を取り結ぶ存在として、地域コーディネーターと統括コーディネーターを挙げている。また、
学校において地域との連携・協働の中核を担う教職員（「地域連携担当教職員（仮称）」）を挙
げている。これらの職種は、ボランティア経験者、PTA関係者・PTA活動経験者、地域の自
治会などでネットワークを持っている者、社会教育も経験している元校長・教職員など、地域
の実情に応じて様々な人材が想定されている（学校と地域の連携・協働2015: 52）。
⑷　コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的・効果的な推進の在り方について
　答申は、最後に簡潔に、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部との一体的・効果的な
機能発揮のための方策、つまり、地域とともにある学校に転換するための仕組みとしてのコミュ
「チーム学校」と地域との連携・協働の課題について
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ニティ・スクールと、社会教育の体制としての地域学校協働本部とが円滑に連結することの期
待と必要を説いている（学校と地域の連携・協働2015: 69）。
⑸答申「学校と地域の連携・協働」についての課題
⑸－１　教育の中立性
　答申は、首長と教育委員会がともに手を取りながら、子どもたちの豊かな学びと成長を一層
支援していく両者のパートナーシップの構築を、学校と地域の連携・協働を推進していく力に
なるとしている。（学校と地域の連携・協働2015: 7）
　だがこの見解は、教育行政の在り方として多大な問題を含んでいる。教育は、政治家である
首長の政治政策とは一定の距離を保つことが必要であるのに対し、ここではその逆のことが述
べられている。教育基本法第10条の教育行政の条文は、国、地方公共団体の役割についてあ
えて明言していなかったが、改定教育基本法第16条の教育行政の条文は、国、および地方公
共団体の役割を明示した。しかしそれでも首長については明言していない。この答申は、首長
の政治政策が教員育成指標に影響を与えていくことを前提としたものである。
　他にもこの答申では、コミュニティ・スクールに関する教育委員会と首長の部局との連携が
説かれている（学校と地域の連携・協働2015: 41）。
⑸－２　ワーカーとしての地域コーディネーター
　答申は、地域学校協働本部において本部とコミュニティ・スクールを結ぶ存在として、地域
コーディネーターおよび統括コーディネーターを、また、学校において地域との連携・協働の
中核を担う教職員（「地域連携担当教職員（仮称）」）を挙げている（学校と地域の連携・協働
2015: 52）。
　だがこのコーディネーターという職種は、「社会に開かれた教育課程」の教材、人材、場を
開拓し調整するという意味で、ソーシャルワーカー的な役割を果たすものである。これは、一
定の能力、見識、経験、給与処遇を必要としている。そうした仕事を、想定された存在として
の PTA関係者や活動経験者が担えるのだろうかという問題がある。
４．答申「教員の資質能力の向上」について
　答申は、教員の資質能力向上の必要性として、次の点を挙げている。
①教育政策の重要性　（新たな知識や技術の活用により社会の進歩や変化のスピードが速まる
中、教員の資質能力向上が最重要課題であり、世界の潮流でもあること）
②学校を取り巻く環境変化　（近年の教員の大量退職、大量採用の影響により、教員の経験年
数の均衡が顕著に崩れ始め、かつてのように先輩教員から若手教員への知識・技能の伝承を
うまく図ることのできない状況があり、継続的な研修を充実させていくための環境整備を早
急に図る必要があること）
③学び続ける教員　（学ぶ意欲の高さなど、日本の教員の強みを最大限に生かしつつ、子ども
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に慕われ、保護者に敬われ、地域に信頼される存在となる仕組みが必要であること）
④社会に開かれた教育課程とチーム学校　（各教科の指導や学習評価の改善に関する専門知識、
教科などを越えたカリキュラム・マネジメントのために必要な力、アクティブ・ラーニング
の視点から学習・指導方法を改善していくために必要な力などを備えていること）
⑤チームとしての連携および役割分担　（教員が多様な専門性を持つ人材と連携し、チームと
して職務を担い、その中心的役割を担う教員一人一人がスキルアップを図り、役割に応じて
活躍できるようにすること）（教員の資質能力の向上2015: 2‒6）
　そして答申は、現在こそが教育改革のチャンスとして捉えている。それは、日本の教員の強
みを生かしつつ教員制度を改革し、新たな学びを支える新しい教員像を打ち出すことが可能と
なれば、学校教育の質の高さを世界に発信できるチャンスだとし、次のように述べている。
　「ある意味では、新たな学びやチーム学校の理念を一気に進め、次代を担う子供たちへの教
育の質を今以上に向上させるチャンスであると捉えることもできる。これらを踏まえれば、教
員の養成・採用・研修を一体的に改革するのは今をおいてほかにはないと言える。」（教員の資
質能力の向上2015: 8）
　このことから、2020年度に向けた一連の改革は、学校システムと教育方法を中心とした改
革の中で、教員像そのものを大きく変える契機として位置づけられている。その教員像にかか
わる教員養成・採用・研修を、答申は以下のように述べている。
⑴　教員養成
　答申は、教員養成について次のように述べている。
①養成段階は「教員となる際に必要な最低限の基礎的・基盤的な学修」を行う段階であること
を認識する必要があること。
②実践的指導力の基礎の育成に資するとともに、教職課程の学生に自らの教員としての適性を
考えさせる機会として、学校現場や教職を体験させる機会を充実させること。
③教職課程の質保証・向上のため、教職課程に対する外部評価制度の導入や全学的に教職課程
を統括する組織の整備を促進すること。
④教員養成カリキュラムについて、学校現場の要望に柔軟に対応できるよう、教職課程の大く
くり化や大学の独自性が発揮されやすい制度とすること（教員の資質能力の向上2015: 16）。
特に、「教科に関する科目」と「教科の指導法」の担当教員が講義を協働して担当するといっ
た連携を強化すること（教員の資質能力の向上2015: 37）。
⑵　教員採用
　答申は、教員採用について次のように述べている。
①多様で多面的な選考方法を促進するため、各教育委員会が実施する採用選考試験を支援する
こと。
②教員の採用に当たって、学校内における年齢構成の均衡に配慮し検討すること（教員の資質
「チーム学校」と地域との連携・協働の課題について
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能力の向上2015: 15）。
　答申は、学校を取り巻く環境変化として、教員の経験年数の均衡が崩れている点を重く見て
いる。2013年度の学校教員統計調査によると、中学校では他の経験年数を有する教員に比べ、
経験年数５年未満である教員の割合が最も高く（約20％）、経験年数が11年～15年であるいわ
ゆるミドルリーダークラスの教員の割合（約８％）のおよそ2.5倍となっている（教員の資質
能力の向上2015: 3）。
⑶　教員研修
　答申は、教員研修について次のように述べている。
①国、都道府県、市町村、学校など研修の実施主体が、大学などを含めた関係機関との有機的
連携を図りながら、教員のキャリアステージに応じ、教員のニーズも踏まえた研修を効果的・
効率的に行うこと。
②法定研修である初任者研修、10年経験者研修については、実施状況や教育委員会・学校現
場のニーズを把握し、制度や運用の見直しを図ること。
③研修そのものの在り方や手法も見直し、主体的・協働的な学びの要素を含んだ研修への転換
を図ること。＊但し、主体的・協働的な学びの要素については詳述していない。
④新たな教育課題に対応した研修プログラムの開発・普及、研修指導者の育成、教育センター
や学校内での研修体制の充実など、特に校内研修の充実・活性化を図りつつ、学校内外の研
修を一層効果的・効率的に行うための体制整備を図ること。
⑤教員が学び続けるモチベーションを維持するため、教員の主体的な学びが適正に評価され、
学びによって得られた能力や専門性の成果が、見える形で実感できる取組や制度構築を進め
ること。
⑥研修の充実のため、独立行政法人教員研修センターがこれまで以上に積極的な役割を果たし
ていくこと（教員の資質能力の向上2015: 12）。
　特に校内研修はメンター制度を取り入れた OJTを中心としたものとして充実させ、それに
伴い校外研修は実施期間を短縮する方向で運用されることが望ましいことや、演習や模擬授業、
体験活動など AL研修（アクティブ・ラーニング型研修）を取り入れた、より実践的な内容に
改善することが適当であるとされている（教員の資質能力の向上2015: 21‒24）。
⑷　教員の養成・採用・研修を通じた問題
　答申は、教員の養成・採用・研修を通じた問題を次のように述べている。
①教員の養成・採用・研修の各段階において、教職大学院を含む大学などと教育委員会の連携
が必要であり、そのための具体的な制度的枠組みを整えること。
②教員のキャリアステージに応じた学びや成長を支えていくため、養成・研修を計画・実施す
る際の基軸となる教員の育成指標を、教育委員会と大学などが協働して作成するなど、連携
強化を図る具体的な制度を構築すること。
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③ ICTの利活用、特別支援教育、外国語教育、道徳など新たな教育課題やアクティブ・ラー
ニングの視点からの授業改善に対応した教員養成・研修が必要であること（教員の資質能力
の向上2015: 18）。
　答申は、独立行政法人教員研修センターが、新しい時代に求められる資質能力の育成やその
ために必要なアクティブ・ラーニングの視点から授業改善を図るため、2015年度より「次世
代型教育推進センター」を設置し、研修プログラムの開発やその全国的普及を行っているとし
ている（教員の資質能力の向上2015: 27）。
⑸　教員免許制度
　答申は、教員免許制度について、次のように述べている。
①義務教育学校制度の創設や学校現場における多様な人材の確保に対応した免許制度改革が必
要であること。
②学校種横断的な免許状の創設など免許状制度の総合的な在り方については今後検討すること
（教員の資質能力の向上2015: 19）。
⑹　育成協議会
　答申は、教員の養成・採用・研修を通じた全国的な制度の構築として、学び続ける教員を支
えるキャリアシステムの構築として、教員育成協議会（仮称）を創設し、教員育成指標の策定
及び教員研修計画の全国的整備を実施することとしている（教員の資質能力の向上2015: 44）。
①当該協議会は、養成・採用・研修における教員の主体的な「学び」を積極的に進めるための
協議・調整に取り組むべきであり、国はそのための支援を総合的に実施すること。
②教員の主体的な学びを支える様々な取組を進めるための基盤として、教育委員会と大学など
が相互に議論し、養成や研修の内容を調整するための制度として、「教員育成協議会」（仮称）
を創設することが適当であること。
　答申では、この「教員育成協議会」（仮称）が形骸化することなく実質的に機能するよう、
教育委員会と大学その他の関係者が、教員の育成ビジョンと教員育成指標を協議し共有するこ
ととしている。そして教員の育成及びその資質能力の向上は全国的な課題であることから、各
都道府県において必ず取り組まれることが必要とし、おおむね都道府県、政令指定都市の教育
委員会単位で組織し、関係する市町村教育委員会、域内を含め周辺の教員養成大学・学部やそ
の他の教職課程を置く大学、関係する各学校種（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中
等教育学校、高等学校、特別支援学校及び幼保連携型認定こども園）の代表、職能団体の代表
などが、国公私立を通じて参画するものとしている。また、地域の実情に応じたものとし、各
主体の自主性・自律性が生かされるものとし、私立学校の自主性・自律性がより配慮される必
要があるとしている。設置主体は、長い教職生涯の大部分について教員の育成の責任を有する
教育委員会（教員の任命権者）とし、地域の実情に応じて「教員育成協議会」（仮称）の編成
ができるよう、制度として定める構成員の範囲は、必要最小限とする必要があるとしている。
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このように答申では、協議会は一方では多くの構成員を必要とするとされているが、同時に必
要最小限にするとも書かれている。
　また、「教員育成協議会」（仮称）においては、教育委員会と大学との連携協力の在り方や養
成カリキュラムと研修内容の相互理解、学校インターンシップなどに関する調整、研修の協力
のための協議、相互の人事交流、教師塾などの実施など、具体的な施策などについても幅広く
議論されることが期待されるとしている（教員の資質能力の向上2015: 45‒46）。
⑺　教員の資質能力の高度化
　答申は、教員の資質能力の高度化を次のように述べている。
①教職大学院は独立行政法人教員研修センターとも連携し、大学と教育委員会・学校との連
携・協働のハブとなり、学部段階も含めた大学全体の教員養成の抜本的な強化や現職教員の
研修への参画など地域への貢献の充実を図ること。
②新任教員の任用に当たり、教職大学院修了者向けの採用試験の実施、名簿登載期間の延長や
初任者研修免除などのインセンティブを付与することの検討を行うこと。また、現職教員に
ついては、教職生活全体のキャリアの中に教職大学院での学びを位置づけ、管理職コースの
設置や教育委員会との連携による管理職研修の開発・実施を行うこと。
③教職大学院については、履修証明制度や科目など履修制度の活用などにより現職教員が学び
やすい仕組みのための環境を整備するとともに、学校現場を基軸とした教育課程の編成・管
理を行い、地域性を踏まえ、各教職大学院の強み・特色を示していくこと。
④国は、教員の資質能力の高度化を図るため、「教員育成協議会」（仮称）における協議におい
て教職大学院における授業履修や研修の成果を専修免許状の取得や能力証明に結びつける方
策について検討すること。
⑤国公私立大学の教員養成系以外の大学院における教員養成の取組について一層の充実を図る
こと（教員の資質能力の向上2015: 56）。
⑻　答申「教員の資質能力の向上」の課題
　答申は、義務教育学校制度に対応した教員免許制度改革について、中高教員が小を担当する
際に、①教科だけではなく学級担当も行える制度改正の必要性、②受講する研修の法令上の措
置、③現職教員が他校種免許状の併有を促進するため、取得しようとする免許状に関係する学
校における勤務年数を、新たな免許状取得の際の単位数に換算できるようにすることとしてい
る（教員の資質能力の向上2015: 52）。
　だか、これらはいずれも今後の制度改革上の課題となっており、今後に着手することとなっ
ている。
─ 62 ─
桜花学園大学保育学部研究紀要　第15号　2017
まとめ　三つの答申と創生プランを通して
　チーム学校は、地域学校協働本部や、校長のリーダーシップのもとでの学校運営協議会との
連携・協働を図りながら、管理職の業務をさらに拡大させている。そして、国が大綱化した教
員育成指標（教員の経験年数による成長段階として身に付ける資質・能力の指標）を、教育委
員会と大学とが連携して教員の養成・研修を行う教員育成指標協議会を設立していく。だが教
員研修の中心は僅かな数の教職大学院と独立行政法人教員研修センターとなり、教員研修セン
ターは機能強化が図られていく。これにより、教員研修センターの研修内容が全国的なものと
して影響力を大きくし、正当性を持っていくことが予想される。今のところ、全ては行政主導
で進む形になっている。これは教員を生涯にわたって管理していく国家レベルでのスタンダー
ド化であり、官僚主義的な管理体制の拡大であるといえる。戦後の教員養成の開放制の理念に
反する方向である。
　当然のことながら、こうした流れの中では、教員の専門職としての自律性は確保されないと
考えざるをえない。その証拠に、かたや現場で進む学校スタンダード化、生徒指導規程などは、
教員の専門性、教員の自律性との大きな矛盾である。その矛盾を偶発的なものではないと捉え
るならばチーム学校は、教員個々の自律性や専門性の向上を期待するものではなく、むしろど
の教員が教育実践、生徒指導、学級経営を行っても、またどの校長が学校経営を行なっても、
同一の結果をもたらすことのできる学校改革だと言い換えることができるかもしれない。そこ
では今後、さらに教員の専門性と自律性が掘り下げて問われていくことになるだろう。
註
⑴ これについては、『教育』2016年６月号（No. 845）特集１「学校スタンダード」が変えるもの、
において、生徒指導規程を含めた学校スタンダードの多面性を取り上げている。失敗をしない
学校経営は、教師の専門性の解体である。
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